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予想し, 社会科学研究・教育上の今日的課題を展望する｡ 特に, 生産面におけるデー
タ包絡分析 DEA (Data Envelopment Analysis) と確率的フロンティア分析 SFA
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説明・管理することである｡ この施策が一定の説得力を有するには, 効果の検証を PDCA
(Plan, Do, Check, Action) で回せるように, 環境の見通し・諸目標間の関係・目標と施策の















するわけではないのが現実である2)｡ だからこそ, 消費税の再増税のように, 具体的な数値
やその科学的説明がますます重視されるようになる｡ 少なくとも生産性や成長率は, そのコ
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1) ｢日本経済新聞｣ 2014年10月４日｡ 現在も都道府県知事が認めれば不可能ではないが, 実際には医
師会の反対もあり, 医師でない理事長を戴く医療法人は全体の１％にも満たない｡ 国立・公営の病院
を含まない約５万の医療法人は, 病院全体の約７割を占めている｡




















参照されてきたが, その多くは単純な重要業績評価指標 KPI (Key Performance Indicator)
であり, たとえ複数の KPIを算出できたとしてもそれを総合的に判断する客観的尺度など
存在しないのが常である3)｡ もちろんミクロレベルにまで総 (全) 生産要素生産性 TFP
(Total Factor Productivity) が計測されるといった研究上の進展はみられるものの, 実務レ
ベルでの契約や規制の実践的な意思決定においては経営指標に生産や営業の KPIを加味す
る程度が支配的といえよう｡
ところが欧米では近年, KPIに終始する ｢伝統的｣ ベンチマーキングだけでなく, 多様な
分野で複数のインプット (投入) と複数のアウトプット (産出) を同時に考慮しうる現代ベ





3) たとえば, ロジスティックス部門の KPIの普及を目指す JILS総合研究所 (2014, p. 3) でさえ,
｢支払物流費といった限定的な指標しか報告されなかったり, …, 経営層に報告されていない場合も
多い｡｣ と指摘している｡ これではせいぜい部分的な最適化だから, 経営環境の数値化・見える化の
余地はきわめて大きいと断言できよう｡
4) 実務家を対象に KPIから現代ベンチマーキングへの移行を推奨・解説した入門書としては, Coelli
et al. (2003), Zhu (2009), Berg (2010), Bogetoft (2012) 等があり, その対象分野も民間企業やフラ
ンチャイズ・チェーンから公益事業まで幅広い｡
そこで本稿の目的は, 現代ベンチマーキングの普及状況を概観し (第２節), その基本的
な尺度・指標の特性に着目したうえで (第３節), 我が国の社会科学研究・教育の今日的課









ンティアないし最高熟達水準 (Best Practice) を推定し, その最高熟達水準と比較すること
によって相対業績評価 (Relative Performance) を表す数値が得られることにある6)｡ それゆ
え, 企業間・支店間であれ, 管理職間・従業員間であれ, 同種のインプットを用い同種のア

















されており, 特に教育は当初の Charnes et al. (1978) 以来の課題である｡ とりわけ大学問題は,
Bonaccorsi and Daraio (2007) および Bonaccorsi (2014) が指摘するように, 欧州全体の最新課題の１
つである｡
6) 後述するもう１つの特徴は, 選好や優先順位が不明確な状況において, ｢有効性｣ から ｢効率性｣





(Efficiency Frontier Analysis) に基づいており, 個々の企業や労働者に固有な効率性を測る
標準的な道具である7)｡ 多用されてきた具体的な推定法としては, データ包絡分析 DEA
(Data Envelopment Analysis) と,確率的フロンティア分析 SFA (Stochastic Frontier Analysis)
の２つのアプローチが代表的である｡
DEAはノンパラメトリックな線型計画に基づく Charnes et al. (1978) 以降, SFAはパラ
メトリックな計量経済学に基づく Aigner et al. (1977) 以降に, 次第に応用分析が増加して
いる｡ 実用的なモデルが開発されてから40年足らずであるが, 特に Coelli et al. (2005, 初版
は1998), Cooper et al. (2007, 初版は1999), Kumbhakar and Lovell (2000) のような EFAの
解説書の発刊以降の研究増加の加速は注目に値する｡ さらに近年になると, Coelli et al.
(2003) や Bogetoft (2012) のような実務家向けのテキストも出版され, 国際機関・規制当局・
企業自身のスタッフによる分析も急増している｡ 事実, 英語の DEA文献だけでも数千単位
と言われて久しいが, 日本語を含むあらゆる EFA文献となると数えようもなく, 少なくと
も数千以上としか言いようがないほど膨大な数である8)｡
そこで本項では, 具体的な適用分野の広さを指摘することによって, EFAの普及ぶりを





析の範囲と量が拡大していることを確認できる｡ たとえば水道分野の研究では, Fried et al.
(2008) は４例の上下水道事業の分析を例示しているにすぎないが, すでに Berg and





うと基本的には同一である｡ さらに, この20年に普及が加速する間に, 具体的な推定手法には収斂傾
向がみられると, Davis and Garces (2009, p. 149, 157) は指摘している｡ これは, Daraio and Simar
(2011) のようなノンパラメトリックモデルへの統計手法の適用が進展したからである｡
8) Cooper et al. (2007, 初版は1999) の CD-ROMには2800にのぼる DEAの文献リストが掲げられて
いたが, Bogetoft (2012, p. 21) では “several thousand papers” と記されているだけで, もはや英語
文献に限っても網羅することなど困難な状況である｡
9) たとえば, 日本の上下水道の定量研究をサーベイした中山 (2003) および Tanaka and Urakami
(2011) を参照｡ 日本の水道や日本語での研究と同様, 世界レベルではカウントしきれない研究が多
また, スポーツへの応用例として挙げられた４文献の対象はゴルフ・サッカー・オリンピッ
ク・狩猟スポーツ (ショットガン) の４種にすぎないが, 選手・チーム・国家のように分析
単位は柔軟かつ多様であることも確認できる｡ もちろん, これらの文献も全体の一部にすぎ
ないことは, たとえば Ruggiero (2011) によるメジャーリーグの分析やその参考文献を見れ
ば自明である｡ すなわち, 表１の Fried et al. (2008) の例示を超えて, 今も領域や文献は増
殖し続けているのである｡
したがって, 現代ベンチマーキングの量的拡大の加速化は, この応用範囲の拡大と密接に





1 会計, 広告, 監査, 法律事務所 26 インターネット取引
2 空港 27 労働市場
3 空輸 28 図書館
4 銀行支店 29 用地・立地
5 倒産予知 30 マクロ経済学
6 費用・便益分析 31 合併
7 地域・地方のヘルスケア 32 軍人
8 刑務所 33 自治体サービス
9 信用リスク評価 34 博物館
10 歯科医療 35 老人ホーム
11 差別 36 医者および医師業務
12 教育：初等・中等教育 37 警察
13 教育：高等教育 38 港
14 選挙 39 郵便
15 電力：配電 40 公的インフラ
16 電力：発電 41 鉄道輸送
17 環境：マクロへの応用 42 不動産投資信託 (REIT)
18 環境：ミクロへの応用 43 廃物収集とリサイクル
19 財務諸表分析 44 スポーツ
20 漁業 45 株式, 投資信託, ヘッジファンド
21 林業 46 徴税業務
22 ガス (配送) 47 電気通信
23 病院 48 都市交通
24 ホテル 49 水道 (配水)
25 不平等および貧困保険 50 世界保健機関 (WHO)
出所：Fried et al. (2008, pp. 1619) より作成
数あることは明らかだろう｡
10) 生産関数や費用関数の一般的な性質に関しては Varian (1992) のような標準的なミクロ経済学のテ
として実証分析が展開されてきた側面が強い｡
しかし, ノンパラメトリックな EFAである DEAのベースは数理計画法であり, 関数型
を先験的に特定化する必要がないうえ, 推定できるモデルも非常に多様で柔軟である｡ たと




事実, Charnes et al. (1978) による DEA開発の動機の１つは, パラメトリックな方法で
は教育問題をうまく扱えなかったからである｡ 教育や医療はサービス産業に属するだけでな
く, その目的が多種多様で, 営利組織だけでなく非営利組織の存在も重要である｡ こうした





ことを指摘できよう｡ 今日では, 政府当局であれ民間企業であれ, あるいは営利・非営利組
織を問わず, ｢何を目標に, どのような戦略で, いかに活動するのか｣ を十分に説明できな
ければ, 希少な資源を獲得できず, 活動自体が停止に追い込まれるリスクが高まるからであ












キストに必ず説明されているが, 実際に推定される関数型については Rasmussen (2011) のような生
産理論, Davis and Garces (2009) のような産業組織論, Greene (2012) のような計量経済学のテキス
トも参考になる｡























Farrellの技術効率性の尺度は, DEAの幕開けを飾った Charnes et al. (1978) による規模
に関する収穫不変 CRS (Constant Returns to Scale) 下や Banker et al. (1984) による規模に
関する収穫可変 VRS (Variable Returns to Scale) 下のフロンティアへの適用に伴い, 急速
に普及した｡ 事実, 今日ではそれぞれのモデルは, 著者たちの頭文字をとって CCRモデル
および BCCモデルと呼ばれるほど標準的なツールになっている｡ さらに既述したような近
年の加速的な普及は, Coelli et al. (2005, 初版は1998), Cooper et al. (2007, 初版は1999),
Kumbhakar and Lovell (2000) のような EFA の解説書の発刊, Coelli et al. (2003), Berg
(2010), Bogetoft (2012) のような実務家向けのテキストの発行によるところが大きい｡
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13) 費用関数では Farrell (1957) が定義した配分効率性 (Allocative Efficiency) もよく使用されるが,
本稿では生産の技術効率性のみに着目する｡
14) Bogetoft (2012, p. 256) が指摘するように, たとえ効率性フロンティア上にあっても, 選好され






ヨーロッパの大学の比較研究である Bonaccorsi and Daraio (2007) および Bonaccorsi








ハードウェアやソフトウェアの発展を看過できない｡ それどころか, この発展は, 今後もタ
ブレットやアプリの進化といった形で加速すると予想されるので, 実務家や学生への普及に
とってはきわめて重要である｡ まさに統計学・計量経済学における最小自乗法 OLS
(Ordinary Least Squares) の普及と同様, もはやデータさえ用意できれば学部生でも簡単に
推定作業を実行しうる時代なのである｡ むしろ, こうした推定スキル自体よりも, 事前の推
定手法の理解や事後の推定結果の解釈といった基本知識の方が分析実行への大きな障害かも
しれない｡
事実, 今や SFAや DEAの基本モデルは, OLSと同じように STATAや Limdepのような
商用パッケージ・ソフトで簡単に推定できる15)｡ DEAに至っては, Cooper et al. (2007) や
Zhu (2009) のようなエクセル・ベースの専用ソフトを用いれば, マウスを数回クリックす
るだけで多様なモデルを推定できる｡ さらに, 商用ソフトを購入しなくても, フリーのパッ
ケージ・ソフトも普及し始めており, たとえば Bogetoft and Otto (2011) によるオープンソー








15) ただし, 今のところ STATAで DEAを行うには, ユーザー作成コマンド等を使う必要がある｡
16) Coelliによる DOS上で動く DEAや SFAのソフトが著名な例である｡ R上でも, Coelliの frontier
やWillsonの FEAR等を使うことができる｡ ただし Bogetoft and Otto (2011, p. 337) は, frontierの最
適ルーチンは今日的標準からは外れていると指摘している｡
実際, すでに現代ベンチマーキングは学習 (Learning) や協調 (Coordination) といった






トリックな SFAである｡ もちろん Bogetoft (2012, p. 11) が分類するように, パラメトリッ
クだが決定論的な COLS (Corrected Ordinary Least Squares) もあれば, 確率的だがノンパ
ラメトリックな SDEA (Stochastic Data Envelopment Analysis) もある｡ しかし, 水道研究
に関する Berg and Marques (2011) や中山 (2003) および Tanaka and Urakami (2011) のサー
ベイからも伺えるように, 世界でも日本でも研究の大半は SFAか DEAの基本モデルである｡
ゆえに, 本稿では最も単純な生産フロンティアの技術効率性 TEのみに注目する18)｡ 技術
効率性は最も基本的な尺度であるがゆえに, その他の効率性尺度の理解にも必要不可欠だか
らである｡
さらに, 生産フロンティアにおける複数のインプット Xと複数のアウトプット Yの関係
を論じる場合, 一般的には両者ともにマトリックスであるが, 本稿では Xも Yもベクトル
である１インプット・１アウトプットの特殊ケースを想定する19)｡ 使用する具体的なデー
タは, Appendix の付表１に示されているように, A から W の23の意思決定主体 DMU
(Decision Making Unit) がそれぞれ正の１インプット Xと１アウトプット Yを有すると仮
想する｡
本節の目的は, Rパッケージ ｢Benchmarking｣ を用いて, この仮想データから推定した
１インプット・１アウトプットの効率的生産フロンティアの特性を吟味することである｡ す
なわち, (31) では DEAの VRSおよび CRSフロンティアの, (32) では SFAのフロンティ
アの基本的特徴とそれぞれの技術効率性 (TE) 指標の性質を吟味する｡
その結果として確認できる留意点は, こうして単純化した基本モデルを比較した場合でさ
え, DEAと SFAの, そしてノンパラメトリックな TE諸指標の間で, 一定の傾向的な相違
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17) Bogetoft (2012, pp. 1419)｡ Bogetoft (2012, pp. 103108) によれば, 特に経営者に与える情報面に
着目した場合, DEAの方が SFAよりも優れているという｡ その主たる理由は, peerと呼ばれる参照
すべき意思決定主体の情報や, 後述するような規模の効率性 SEの情報を得られるからであろう｡
18) その他にも, 費用や収入面の配分効率性や利潤効率性, さらにダイナミック効率性やネットワーク
効率性といった尺度も開発されている｡ これらの尺度とその選択についは, Bogetoft (2012, ２章)
を参照｡
19) ミクロ経済学における等産出量ないし等投入量曲線になじみがあれば, 前掲の標準的な解説書に示





3.1 DEA (データ包絡分析) の主な特性
前節でも説明したように, ノンパラメトリックな手法の利点の１つは, パラメトリックな
手法のように特定の関数型等の先験的な制約が少ない点である｡ そのフロンティアの推定法
は, 最小外挿原理 (Minimal Extrapolation Principle), すなわち所与の技術的な仮定を満た
す全 DMUを含む最も小さな技術集合を推定するという方法である｡ すべてのフロンティア
モデルで想定される技術的な仮定としては, 自由処分可能性 (Free Disposability), つまり
費用をかけることなく投入物・産出物を処理できるという仮定がある｡
DEAには, 自由処分可能性に加え, その技術集合が凸性 (Convexity) を有するという仮
定も必要である20)｡ 本項では, DEAの最も基本で多用されている Charnes et al. (1978) によ
る CCRないし CRS (Constant Returns to Scale) モデルと, Banker et al. (1984) による BCC
ないし VRS (Variable Returns to Scale) モデルの技術効率性 TEを吟味する｡
まず, CRSモデルのフロンティアは, 図１に描かれているように, 原点と最も生産的な
規模MPSS (Most Productive Scale Size) を誇る E (2, 6) を結ぶ直線になるので, その名
のとおり規模に関して収穫不変なフロンティアである｡ 技術効率性に関しては, その直線上
にある Eのみが効率的, すなわち TE＝1 になる｡ 言い換えれば, その直線より右ないし下
にある DMUは, すべて非効率である｡ ただし前節で述べたように, Farrell (1957) の技術
効率性の指標には産出効率性と投入効率性がある｡
産出指向モデルの技術効率性は, 同じ投入量 Xで産出量 Yをどれだけ拡大できるかを示
唆する指標である｡ たとえば D (2, 4) の Farrellの技術効率性は, 同じ X＝2 を使って Yを
４から６に増やす余地があるので, TE＝64＝1.5 である｡ すなわち, Dが効率的であれば,
産出量を1.5倍に, つまり50％増加させる余地があることになる｡ こうしてフロンティア上
にない DMUの TEはすべて１を超えることになる｡
しかし本稿では, CRSモデルの産出効率性 ecrsoを上記の Farrellの TEの逆数, つまり
Shepardの産出効率性として定義する｡ 産出効率性を Farrellの TEの逆数と定義すること
によって, 投入効率性や SFAの技術効率性と同様, TE＝1 が最も効率的で, その値が小さ
くなるほど非効率になるとみなせるからである｡ この Shepardの産出効率性の定義を用いる
と, 付表１に示されているように, Dの産出効率性は ecrso＝46＝0.67, E以外のすべての
DMUの産出効率性も１未満になることを確認できる｡
投入指向モデルの技術効率性は, 同じ産出量 Yを生産するのに投入量 Xをどれだけ節約
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20) 凸性も仮定しない FDH (Free Disposal Hull) については, Appendix Bを参照｡
できるのかを示唆する指標である｡ たとえば F (3, 6) の CRSモデルの投入効率性 ecrsiは,
同じ Y＝6 を生産するのに Xを３から２に減らせるので, ecrsi＝23＝0.67 になる｡ すなわ
ち, Fが効率的であれば, 投入量は67％に, つまり33％節約できることになる｡ こうしてフ
ロンティア上にない DMUの TEはすべて１を下回る｡ ただし, CRSモデルにおける投入効
率性 ecrsiは, 本来の生産指向の技術効率性の逆数に常に等しいので, 本稿で定義した産出
効率性 crsoにも等しくなる点に注意すべきである｡
次に, VRSモデルのフロンティアは, 図２に描かれているように, まさに包絡線の名の
とおりで, 規模の経済性も変動しうる｡ この折れ線で示されるフロンティア上の B, E, G, I
は, すべて効率的であり, それゆえ (純粋) 技術効率性も TE＝1 となる21)｡ すなわち, VRS
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21) 産出指向であれ投入指向であれ, CRSの技術効率性 ecrsに対し, VRSフロンティアの evrsが純粋







































































図２ DEAによる VRS (BCC) 生産フロンティア
モデルの産出効率性 evrsoも, 投入効率性 evrsiも共に１である｡ 付表１に示されているよ
うに, その他の DMUの (純粋) 技術効率性は (Aの投入効率と J, Kの産出効率を除けば)
１未満であり, その産出および投入効率性の算出法は CRSや FDHモデルの場合とまったく
同じである22)｡
CRSモデルと異なる点は, フロンティア上にある効率的な DMUの中にさえ, 投入の過剰
や産出の不足たるスラック (Slack) が残存しうることである｡ たとえば投入指向モデルの
場合, A (1, 1) も B (1, 2) も evrsi＝1 で効率的であるが, 同じ X＝1 なのに Aの産出量は
１だけ少ないから, Aは１のアウトプット・スラックを有する23)｡ 産出指向モデルの場合に
も, I (4, 8), J (6, 8), K (8, 8) のいずれも evrso＝1 で効率的だが, Jは 2, Kは 4 のイン
プット・スラックを有するのである｡
以上の２つの DEAモデルと Appendix Bで説明している FDHの技術効率性を実際に推定
し, その分布と相関関係を要約したのが図３である｡ 対角線上は効率性指標の略号とその効
率性のヒストグラムを, 左下は散布図と平滑化曲線 (LOWESS) を, 右上はスピアマンの順
位相関係数を示している｡ これらの関係はデータの特性に依存する特殊な関係を示す一方24),
以下のような DEAの基本モデルに共通する一般的な傾向をも物語っている｡
第１に, ヒストグラムから明らかなように, 生産可能性集合が大きくなるほど, 技術効率
性の平均値は低下する｡ すなわち, 技術効率性はフロンティアからの乖離度を示す相対概念




からである｡ また, 新たなサンプルが増えたとしても, その DMUが非効率的である限り,
その他の DMUの効率性にはまったく影響しない｡ これは次項で説明する SFAとの基本的
な相違である｡ しかし, たとえ１つでもフロンティアを越える DMUが加わると, フロンティ
アの形状が変わり, 効率性の値が変化する DMUが現れる｡ これが DEAはデータ・ノイズ
やアウトライヤーの存在に対して脆弱であると指摘される所以である｡
第２に, 確かにノンパラメトリックの効率性間には一定の相関関係が存在するが, 比較す
るモデルによっては必ずしも密接な関係にあるとは言えない点である｡ 特に FDHと VRSの
いずれのフロンティアにおいても, 投入指向モデルと産出指向モデルの効率性指標間の順位
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22) ただし, 付表１から確認できるように, VRSモデルの産出効率性 evrsoと投入効率性 evrsiは必ず
しも一致しない｡ なぜなら, CRSモデルのような Yと Xが比例するという単純な形のフロンティア
ではないからである｡
23) 非効率な Nも１のアウトプット・スラックを持つ｡ 産出指向の場合にも, Oおよび QWの DMU
がインプット・スラックを持つ点に注意すべきである｡
24) 特に１きざみで値をとる Xによって FDHの踊り場内で Xが整数値になる DMUが存在しないので,
FDHモデルと VRSモデルの産出効率性 (efdhoと evrso) の値がまったく同じになる点には注意が必
要である｡ その結果, 両者の相関係数も１となる極端な関係を示すからである｡
相関係数は相対的に低い｡ 同じ VRSモデルでも0.66, FDHモデルでは0.54まで低下する25)｡
換言すれば, フロンティアの形状より産出指向か投入指向かの区別の方が重要になる場合
がありうるという点である｡ 事実, efdhoと evrsoの間の相関係数 1 は特別だとしても,
efdhiと evrsiでも0.95の高い順位相関を有する｡ また, CRSモデルは, FDHと VRSの両モ




徴であるが, すでに指摘したように DEAモデルの種類は百を超え, 技術効率性に限っても
様々な指標が開発されている｡ たとえば, 投入と産出を同時に変化させたり, スラックを明
示的に考慮したりする指標も使われている｡ しかし, 再び日本の水道事業の生産面の研究を
例にとれば, 上述の VRSないし CRSの投入指向モデルが圧倒的多数である｡ そして, 推定
した効率性を環境要因で回帰して効率性格差の要因分析を行う２ステップ法が支配的な現状
である26)｡
3.2 SFA (確率的フロンティア分析) の主な特性
SFAの基本的な特徴は, 前項の DEAとは対照的に, あるいは OLS等の計量経済モデル
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25) ただし, この0.54という順位相関係数でさえ, 1 ％水準で有意であるから, 双方のランキングが無
関係なわけではない｡
26) ２ステップ法は広く使われている便利な手法であると同時に, そのパラメーターの推定法は誤りだ
と指摘されて久しい｡ Simmar and Willson (2008, p. 501) および Daraio and Simar (2011, p. 99) を参





































な相違は, 誤差項が２つの互いに独立な構成要素 (通常の誤差項と非効率項) から成





















すなわちが１に (が0.5に) 近いなら, との分散はほぼ等しく, 確率的なノイズの
効果と非効率性の効果は同様に重要である｡ しかしが０に (が０に) 近ければ, 非効率
性による影響はほとんどなく, OLSモデルの結果と大差はないことになる｡ 逆にが１よ
りはるかに大きければ (が１に近ければ), ほとんど非効率性効果で説明できるので, 非
確率的な DEAのイメージに近くなる｡ この SFAの産出効率性 esfaは, 付表１に要約され
ているように, exp (-U) という形で, 0 から 1までの値に変換される30)｡
この乗数モデルの生産フロンティアは, 図４の実線で示されている｡ その第１の特徴は,
ダッシュ線の OLSより上方に位置する点である｡ OLSはデータからの乖離を最小化しよう




27) が gamma分布に従うといったモデルもあるが, 日本の水道研究ではほとんど検討されていない｡
Yane and Berg (2013) は, ２ステップ法を使わずに環境要因を考慮したうえで, ５種類の非効率性項
の仮定を検討した数少ない例外である｡
28) Bogetoft and Otto (2011, p. 199, 223) を参照｡ 実際には, コブダグラス等の対数線型が好まれ, フィッ
トも良いので, 加法モデルの利用は稀である｡




数は非常に高い｡ Bogetoft and Otto (2011, p. 219) を参照｡




で示される COLSより下方に位置する点である31)｡ ただし, 両者が図４では重なり合う位置
にあるのは, 付表２のが１という極端な値に非常に近いからである32)｡ したがって, フロ
ンティアからの乖離はほぼ非効率性項だけの作用だからフロンティア上の Eはほぼ効率的
であり, あたかも決定論的な DEAのようにフロンティアから離れるほど非効率になる｡ も
ちろん, が中間値をとる一般的なケースでは, 乖離幅をすべて非効率の作用とみなせるわ
けではない｡
Greene (2008, p. 151) も指摘するように, 確率的な生産フロンティアの技術効率性 esfa
は, 上述のような産出効率性を用いるのが一般的である｡ 逆に費用関数では, 投入効率性が
用いられる｡ ゆえに, Bogetoft and Otto (2011, p. 199, 223) も強調するように, esfaとの比
較には, DEAによる Farrellの産出効率性, あるいはその逆数の Shepardの産出効率性を用
いるべきである｡ ところが実際には, DEAでは投入指向モデルの利用が多いこともあって,
その値と SFAの産出効率性が比較されることも少なくない｡
そこで, SFAの産出効率性と DEAの効率性指標を比較したのが図５である｡ まず, esfa
と ecrsoは, 効率性の分布が異なるにもかかわらず, 順位相関係数は0.85と比較的高水準で
桃山学院大学総合研究所紀要 第40巻第３号96
31) OLSによる勾配値は一致推定量であり, そうでない切片を最大値にまで引き上げる手法は, 統計
ノイズをまったく考慮しないという意味で, 決定論的アプローチとも呼ばれる｡
32) ゆえに初期設定のままでは, STATA では許容範囲で処理される一方, frontier では警告が,
Benchmarkingでは収束問題 (Convergence＝4) が表示されるが, 効率性の推定結果は同じである｡
図４ SFAによる生産フロンティアと OLS・COLS
Input X


































安定的であることが知られている｡ しかし VRSフロンティアとの関係では, やはり効率性
の分布は大きく異なるものの, 産出効率性 evrsoとは0.88の順位相関係数を有するのに, 投






性 esfaは, 産出効率性指標であるがゆえに, CRSや VRSの産出効率性との順位相関は高い






特に Shepard (1953, 70) の距離関数によって, 複数アウトプット・複数インプットの効率性
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たうえで, EFAの主要なアプローチである DEAと SFAの生産フロンティアと効率性指標
の特性を吟味してきた｡ 近年の欧米での EFAの浸透ぶりが象徴するように, いかなる組織
の管理・経営者であれ, その意思決定の説得力を高めるためには, 環境・目標・手段の諸関



















値化を促し, 意思決定に新たな知見を開く可能性を高める｡ すなわち, 意思決定者の目標設
定の改善にも, 有効かつ重要な影響を有するのである｡ こうした意思決定の改善は, たんに










すなわち, 一般的に有意な順位相関関係はあるものの, 個々の DMUのランキングは, 使
用される変数の種類や数だけでなく, 評価する効率性指標によっても変動しうる｡ したがっ
て, 実践的な活用の前に, 評価する側も評価される側も, 複数のモデルや手法による結果を
比較検討してみることが重要である｡
さらに, その場合には, 同等の条件下の DMUが比較されているかどうかという検討が最
も重要になる｡ たとえば, 支店の労働生産性を比較するのに, 都心のコンビニと過疎地のコ
ンビニを同列に比較するには問題があろうからである｡ しかし, すでに言及したように, 我
が国の効率性格差の要因分析はもっぱら２ステップ法のみが多用されている状況で, 実践的
な活用に至るにはさらなる分析の蓄積が必要である｡ すなわち, 応用研究の実践では, フロ
ンティア分析の近年の技術的な発展の成果を積極的に取り入れる努力の重要性も高まってい
るのである｡
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Ａ 付表１ 仮想データと EFAモデルの技術効率性
DMU X Y eFDHo eVRSo eVRSi eCRSo eSFA
A 1 1 0.50 0.50 1.00 0.33 0.22
B 1 2 1.00 1.00 1.00 0.67 0.44
C 2 2 0.33 0.33 0.50 0.33 0.33
D 2 4 0.67 0.67 0.75 0.67 0.67
E 2 6 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00
F 3 6 0.86 0.86 0.67 0.67 0.84
G 3 7 1.00 1.00 1.00 0.78 0.99
H 4 7 0.88 0.88 0.75 0.58 0.87
I 4 8 1.00 1.00 1.00 0.67 1.00
J 6 8 1.00 1.00 0.67 0.44 0.84
K 8 8 1.00 1.00 0.50 0.33 0.75
L 3 5 0.71 0.71 0.58 0.56 0.70
M 3 3 0.43 0.43 0.42 0.33 0.42
N 3 1 0.14 0.14 0.33 0.11 0.14
O 6 2 0.25 0.25 0.17 0.11 0.21
P 4 5 0.63 0.63 0.44 0.42 0.62
Q 5 6 0.75 0.75 0.40 0.40 0.68
R 6 4 0.50 0.50 0.25 0.22 0.42
S 7 6 0.75 0.75 0.29 0.29 0.59
T 7 5 0.63 0.63 0.25 0.24 0.49
U 6 7 0.88 0.88 0.50 0.39 0.74
V 8 4 0.50 0.50 0.19 0.17 0.37






































産出指向モデルの場合には, 水平線上の DMUの TEのみが１となり, それより下部の DMUは非効
率, つまり本文で定義した本来の TEの逆数指標 (Shephardの生産効率性) を使えば efdho＜1 となる｡
ゆえに, B, E, G, I, J, Kの産出効率性 efdhoは１であるが, A, C, D, F, Hは上側に水平線があるた
め efdho＜1 となることに注意すべきである｡ たとえば, C (2, 2) の産出効率性は, 同じ X＝2 を使っ
て Yを 2から 6 に増やす余地があるので, 付表１に示されているように efdho＝13 である｡ さらに,
水平のフロンティア上にあっても, J (6, 8) や K (8, 8) は I (4, 8) よりそれぞれ (同じ Yなのに) X
が大きい｡ つまり, Jと Kは生産効率的であるが, それぞれ 2と 4 のインプット・スラックを抱えてい
る｡
逆に投入指向モデルの場合には, 垂直線上の DMUの TEのみが 1となり, それより右側の DMUは
非効率, つまり TE＜1 となる｡ ゆえに, A, B, D, G, Iの efdhiは 1であるが, C, F, H, J, Kは左側に
垂直線があるため efdhi＜1 となることに注意すべきである｡ たとえば, C (2, 2) の投入効率性は, 同
じ Y＝2 を達成するのに Xを 2 から 1 に減らす余地があるので, efdhi＝12＝0.5 である｡ さらに, 同
じ垂直的なフロンティア上にあっても, A (1, 1) や D (2, 4) はそれぞれ B (1, 2) や E (2, 6) より




Ｃ 付表２ OLSと SFAによる推定結果
OLS SFA
 0.728 (0.281)* 1.503 (0.025)***




右側の括弧内は標準誤差, 有意水準は (***p＜0.001, **p＜0.01, *p＜0.05) で
ある｡
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Diffusion of Modern Benchmarking and Its Prospects :
Issues Facing Japanese Research and Education
in the Social Sciences
YANE Shinji
In recent years, modern benchmarking using Efficiency Frontier Analysis (EFA) has been
increasingly prevalent, specifically in Europe and the Americas. It has been used by both
researchers and practitioners, aiming to improve decision-making and policies regarding
contracts and regulations in various fields such as medicine and education. With the expectation
that its use will also spread in Japan, this paper examines the issues concerning Japanese
research and education in social sciences by studying the current situation and motives behind
this recent popularity. Among the EFA methodologies, this study focuses especially on Data
Envelopment Analysis (DEA) and Stochastic Frontier Analysis (SFA).
